
千葉県教員不足解消に向けた奨学金返還緊急支援事業費補助金交付要綱 

 

                       令和６年３月１５日制定 

 

（趣旨） 

第１条 千葉県教育委員会教育長（以下「教育長」という。）は、千葉県の未来を担う子供

の教育を支える優れた人材を確保するため、県内の公立小・中・義務教育学校・特別支援

学校に教諭として採用された者の奨学金返還に要する経費に対し、予算の範囲内で千葉

県教員不足解消に向けた奨学金返還緊急支援事業費補助金（以下「本補助金」という。）

を交付するものとする。本補助金の交付については、返還額の一部又は全部を千葉県教育

委員会から独立行政法人日本学生支援機構（以下「日本学生支援機構」という。）に直接

送金でき、対象者への負担が少ない代理返還制度によるものとする。その交付に関しては、

この要綱の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとおりとす

る。 

一 大学生 大学、短期大学に在学する学生をいう。 

二 既卒者 大学、短期大学を卒業した者をいう。 

三 講師等 臨時的任用講師、会計年度任用職員、社会人をいう。 

四 大学生等 第２条第１項第１号から第３号の者をいう。 

五 奨学金 独立行政法人日本学生支援機構法（平成１５年法律第９４号）第１４条  

第１項に規定する第一種学資貸与金をいう。 

六 代理返還制度 日本学生支援機構の貸与奨学金を受けていた者に対して、企業又は

地方公共団体が返還額の一部または全部を日本学生支援機構に直接送金することによ

り支援する制度をいう。 

 

（補助金の交付） 

第３条 教育長は、本補助金の交付の対象候補となる者（以下「交付対象候補者」という。）

としてあらかじめ認定を受けた者のうち、次の各号の要件をすべて満たす者に対し、予算

の範囲内で本補助金を交付するものとする。但し、令和６年度新規採用者については、交

付対象候補者としての認定は要しないものとする。 

一 第４条に規定する期間、県内の公立小学校・中学校・義務教育学校・特別支援学校に

教諭として勤務する見込みの者で、千葉県・千葉市公立学校教員採用候補者選考（以下

「採用選考」という。）に合格した大学生等で、小学校・中学校・義務教育学校・特別

支援学校の教員採用候補者名簿に登載後、千葉県の教員として直近の４月１日に県内



の公立小学校・中学校・義務教育学校・特別支援学校に教諭として採用された者 

二 奨学金の返還債務を有している者 

 

（補助対象期間） 

第４条 補助対象期間は、原則、採用選考に合格し公立学校教員採用候補者名簿に登載され

た年度の翌年度から起算して１１年度目までの期間のうち、県内の公立小学校・中学校・

義務教育学校・特別支援学校に教諭として勤務した期間とする。 

２ 前項の期間の計算に当たっては、県内の公立小学校・中学校・義務教育学校・特別支援

学校に勤務することとなった日の属する年度の翌年度から、勤務しなくなった年度の前

年度までの期間の年数の通算によるものとする。 

３ 前項において、休職期間及び勤務成績が著しく不良であると認められる期間がある場

合には、補助対象期間から除算するものとする。 

４ 産前産後休暇、療養休暇、介護休暇、育児休業、大学院就学休業期間中についても補助

対象期間とする。ただし、復帰後、休業期間に係る部分に関し、同年数の勤務を必要とす

る。復帰後の勤務年数が休業期間未満の年数の場合は、既に交付されている本補助金につ

いて期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

 

（補助金の額） 

第５条 本補助金の額は、交付対象候補者が大学在学時に奨学金として貸与を受けた額の

うち、奨学金の貸与を受けた期間で大学在学中の卒業前４年間に第一種奨学金として貸

与を受けた額以内とする。 

２ １年あたりの本補助金の額は、前項の額を１０で除した額とし、補助対象期間とならな

い年がある場合には、その年数に１年あたりの補助金の額を乗じた額を、本補助金の額の

総額から除算するものとする。既卒者にあっては、既に返還している額は本補助金の額に

含まない。 

 

（交付対象候補者の認定） 

第６条 本補助金の交付を受けようとする者は、教育長が別途指定する期間に、ちば電子申

請サービスによる千葉県教員不足解消に向けた奨学金返還緊急支援事業費補助金交付対

象候補者認定申請（以下「交付対象候補者認定申請」という。）又は交付対象候補者認定

申請（様式第１号）により教育長に申請し、交付対象候補者の認定を受けなければならな

い。但し、申請については、原則、ちば電子申請サービスによるものとする。なお、令和

６年度新規採用者については、交付対象候補者の認定を要しないものとする。 

２ 前項の交付対象候補者認定申請には、次の各号の書類を添付しなければならない。 

一 奨学金の借り入れを証する書類 

二 その他教育長が必要と認める書類 



３ 教育長は、交付対象候補者の認定をしたときは、その旨を交付対象候補者認定通知書

（様式第２号）により通知するものとする。 

 

（交付対象候補者の認定の要件） 

第７条 交付対象候補者の認定は、千葉県の公立学校教員になることを強く希望する者の

うち１号から４号のすべてに該当する者に対し行うものとする。 

一 令和６年度時点で、高校３年生から大学４年生までの者で令和７年度から令和１１

年度新規採用者 

二 第４条第１項に規定する期間、県内の高等学校を除く公立小学校・中学校・義務教育

学校・特別支援学校に教諭として勤務することを希望する大学生等で、奨学金を借り入

れ、返還予定又は返還中の者 

三 大学を卒業した者又は卒業予定の者 

四 第３条第１号の規定を満たす見込みである者 

 

（交付対象候補者の認定の変更等） 

第８条 交付対象候補者は、第６条第１項の規定により申請した内容に変更があったとき

は、速やかに変更承認申請書（様式第３号）により申請し、教育長の承認を受けなければ

ならない。 

２ 前項の変更承認申請書には、次の各号の書類を添付しなければならない。 

一 変更の内容を証するために必要な書類 

二 その他教育長が必要と認める書類 

３ 教育長は、前項の規定による申請について変更承認をしたときは、その旨を変更承認通

知書（様式第４号）により通知するものとする。 

 

（交付対象候補者の認定の取り消し） 

第９条 交付対象候補者は、次の各号のいずれかに該当することとなったときは、速やかに

その旨を認定辞退届（様式第５号）により教育長に届け出なければならない。 

一 本補助金の交付を辞退しようとする場合 

二 奨学金の貸与を取り消され、又は辞退した場合 

三 留年、１年を超える期間の休学又は停学の処分を受けた場合 

四 退学した場合 

五 採用選考を合格した後、直近の４月１日に県内の公立小学校・中学校・義務教育学校・

特別支援学校に教諭として採用を希望しなかった場合 

六 奨学金返還を滞納した場合 

七 その他法令に違反する等、教育長が不適格と判断した場合 

２ 前項の認定辞退届には、認定通知書の写し（または変更承認通知書の写し）の書類を添



付しなければならない。 

   但し、令和６年度新規採用者については、認定通知書の写し（または変更承認通知書の

写し）の書類を要しないものとする。 

３ 教育長は、前項の規定による届出に基づき認定を取り消したときは、その旨を認定取消

通知書（様式第６号）により交付対象者に通知するものとする。 

 

（交付申請の時期等） 

第１０条 本補助金の交付申請は、交付対象候補者の認定を受けた者が、第３条の規定に該

当することとなった日から、２箇月以内に行うものとする。 

２ 前項の申請は、交付申請書（様式第７号）によるものとする。 

３ 前項の申請書には、次の各号の書類を添付しなければならない。但し、令和６年度新規

採用者については、第四号の書類の提出は要しないものとする。 

一 返還誓約書（様式第８号） 

二 連帯保証人の印鑑登録証 

三 奨学金の借り入れを証する書類 

四 第６条第３項の交付対象者認定通知書の写し（第８条第３項の変更承認通知書の写 

し） 

五 その他教育長が必要と認める書類 

   

（交付の決定等） 

第１１条 教育長は、前条の規定により本補助金の交付申請書の提出があったときは、その

内容を審査し、適当と認めるときは、交付決定を行い、交付申請を受けた日から原則とし

て３０日以内に、交付すべき年間補助額、交付対象期間を確定し、交付決定通知書（様式

第９号）により申請者に通知するものとする。 

 

（交付決定の変更等） 

第１２条 交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、前条の規定により交付

決定を受けた内容に変更があったときは、速やかに変更承認申請書（様式第１０号）によ

り申請し、教育長の承認を受けなければならない。 

２ 前項の申請書には、次の各号の書類を添付しなければならない。 

一 奨学金の返還を証するもの及び奨学金の返還明細書  

二 連帯保証人の印鑑登録証 

３ 教育長は、前項の規定による申請について変更の承認をしたときは、その旨を変更交付

決定通知書（様式第１１号）により通知するものとする。 

 

（代理返還制度による支払い） 



第１３条 次の各号に掲げるすべての要件を満たす場合には、予算の範囲内で、勤務状況に

応じて、代理返還制度による支払いにより交付する。 

一 県内において公立小学校・中学校・義務教育学校・特別支援学校に教諭として勤務し

ていること。 

二 代理返還制度による支払いの時点において本県の公立小学校・中学校・義務教育学

校・特別支援学校に教諭として勤務していること。 

２ 前項の規定による代理返還制度による支払い金額は、第５条第２項に規定する１年あ

たりの本補助金の額以内とする。 

 

（交付決定の取り消し） 

第１４条 教育長は、交付決定者が次のいずれかに該当した場合には、交付決定の全部又 

は一部を取り消すことができる。 

一 離職した場合 

二 免職、停職、減給又は戒告の懲戒処分を受けた場合 

三 奨学金返還を免除された場合 

四 本補助金の交付を受けるため、虚偽の申告又はその他不正の行為を行った場合 

五 その他法令に違反する等、教育長が不適格と判断した場合 

２ 前項の規定により交付決定を取り消す場合は、本県の公立小学校・中学校・義務教育学

校・特別支援学校に教諭として勤務した期間が１１年に満たない場合は１年未満の勤務

期間を切り捨てた年単位の期間を除いた期間について交付決定を取り消すものとする。 

３ 教育長は、第１項の規定により交付決定を取り消した場合は、交付決定取消通知書（様

式第１２号）により通知するものとし、当該取消しに係る部分に関し、既に本補助金が交

付されているときは、期限を定めて、その返還を命ずるものとする。 

 

（その他） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行について必要な事項は別に定め

る。 

 

附 則 

この要綱は、令和６年３月１５日から施行する。 


